
 ケン賃貸保証サービス㈱　　

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 　                 　）

円 円 年 月 日

か月 か月 か月 か月 年

1.有 台 円 2.無 西暦 年 月 日

か月 無 （ 歳）

NO. （ 〒 -

NO. （ 賃料 万円、居住 年 ヶ月） 社宅 ）

1.有 台 円 2.無 FAX 携帯

1.有 区画 円 2.無

1.有 アップライトピアノ ） 2.無 役職 年 ヶ月 年収 万円

1.有 犬 匹 猫 匹 ） 2.無 カナ

）

〒 -

12.（ ） FAX HP

〒 -

万円 年 円

人 ）

　＊入居者以外で、75歳未満（原則）の親族の方をご記入ください。

西暦 年 月 日

西暦 年 月 日 （ 歳）

（ 歳） 〒 -

〒 - 携帯

賃料 万円、居住 年 ヶ月） 社宅 ）

FAX 携帯 〒 -

FAX HP

役職 年 ヶ月 年収 万円

〒 -  　　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　）

FAX HP

〒 -

万円 年 円

人 ）

有 無

ｶﾅ

部署:

ｶﾅ

年 月 日 TEL:

ｶﾅ

ｶﾅ

上場　（ 非上場

連絡先

連絡先

株式会社ケン・コーポレーション

取
引
実
績

　現在までに弊社にてお取引を頂いたことはございますか？

 　　オフィス賃貸

 　　売買

　無

緊
急
連
絡
先

カ　ナ

生年月日
（西暦）

万円

万円

年 月 年収

年 月 日

日

保
証
会
社

　有

　無

契約期間 普通/定期

生 年 月 日

有/無

配偶者

      11.更新/定借満了

　　　　5.通学に便利 　　7.戸建希望　　　　6.家族構成の変更

自己所有　 　賃貸　（ その他（

勤続年数

　 自社所有　　　賃貸

印

電話番号

設　立

男/女

E-mail

担当:

FAX:

住所:

下記事項についてご確認をお願いします。

  1．「入居申込のご案内」「個人情報のお取り扱いについて」記載の内容。
  2．本書面に、一切、虚偽記載がないこと。
  3．契約締結時における住宅総合保険へのご加入。
  4．仲介手数料として成約賃料の 1 か月分相当額（別途消費税）のお支払。

以上についてご承諾頂けましたら、ご署名をお願い致します。
ご署名を頂いた後、弊社にて媒介業務を開始致します。

ご署名:

性　別 生 年 月 日 契約者との関係

氏　名

所在地

勤務先

現住所

電話番号

資本金

カ　ナ

勤務先 代表者

所在地

年　商

契約者との関係生 年 月 日

 　自社所有　　　賃貸

E-ｍａｉｌ

所属部門

本社所在地

男/女

現住所

居住形態

電話番号

　　　　住居　  セカンドハウス

連
　
帯
　
保
　
証
　
人

カ　ナ 性　別

氏　名

電話番号

従業員数 業　種

　有

 　　住宅賃貸　　
ご
名
義

万円日

種　類

本社所在地

電話番号

　賃貸　（ その他（

連絡先

年収

携帯

連絡先

その他　（

その他　（

平置き

機械式 )

　　　　賃料に含む　　　　　　 別途      　　　            税込/税別

グランドピアノ

料　金

   その他　（

　　　 　8.ピアノ持込希望 　　　9.ペット飼育希望 　　10.自宅建替え

　　　　1.転勤 　　　　2.転職 　　　　3.手狭なため 　　　　4.通勤に便利

資本金

カ　ナ

性　別

所在地

年収月年

勤続年数

上場　（ 非上場

物件名

車　種

料　金

入居希望管理費

礼金

賃　料

所在地

敷金

敷　金 更新料

税込/税別　　　　賃料に含む　　　　　　 別途      　　　            

平置き

号室棟

　　有

設　立

男/女

年　商

自己所有　

カナ

代表者

　 自社所有　　　賃貸

契
　
約
　
者

現住所

氏　名

駐 車 場

ペ ッ ト

転居理由

ﾄﾗﾝｸﾙｰﾑ

使用目的

駐 輪 場

カ　ナ

所属部門

居住形態

E-ｍａｉｌ

電話番号

楽器

備考・その
他の特記

事項

E-ｍａｉｌ

続柄

続柄 日

勤
　
務
　
先

氏名

生年月日
（西暦）

氏名

勤務先・学校名

生年月日
（西暦）

氏名

契約者の入居

従業員数

続柄

生年月日
（西暦）

業　種

名　称

万円

 媒介依頼書 兼 賃貸借申込書 （個人用）

 　自社所有　　　賃貸

氏名

　＊ご記入された方以外の入居はできませんので、必ず入居者全員をご記入下さい。

申
　
込
　
条
　
件

入
　
居
　
者

償却

年収

年 月

勤務先・学校名

勤務先・学校名

続柄

勤務先・学校名

料　金 　　　　賃料に含む　　　　　　 別途      　　　            税込/税別

駐車位置
機械式 )

20220323版



 ５．人の生命、身体または財産の保護のために必要であって、お客様の同意を得ることが困難である場合。

 ６．公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、ご本人の同意を得ることが困難である場合。

 ７．国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、お

 ８．「２）個人情報および保有個人データの利用目的」の各号で定める目的の範囲で、お名前、ご住所、電話番号、電子メールアドレス、お客様コー

 金融機関、管理会社、その他利用目的の達成に必要な範囲の第三者に対し開示または提供する場合。なお、ご本人様からのお申し出がありま

 ドの各所要項目について、書面、ファクス、電話、電磁的記録（フロッピーディスク等）および電子メールにより、ご本人の契約の相手方となる者、

　 目的」に記載のとおり、ご本人からのお申し出がありましたら取り止めさせていただきます。

⑥弊社が、指定流通機構の物件情報等により物件購入の営業活動を行う場合は、その物件情報等を購入希望者の方に提供すると共に、購入希望

　 者の方の氏名、住所等を、売却営業を行う宅地建物取引業者、売却希望者に提供いたします。この提供については、本文「２）個人情報および保

　 有個人データの利用目的」記載のとおり、ご本人からのお申し出がありましたら取り止めさせていただきます。

⑦弊社は、指定流通機構から提供を受けた成約情報（売主・買主の氏名は含まない）あるいは、弊社が関与した売買取引により得た成約情報を、弊

　 社が売買依頼等を受ける際の売買すべき価格またはその評価額を提示する意見の根拠として、弊社の依頼者等に提供いたします。その際には、

　 当該成約物件の特定が困難になる措置等を講じて実施いたします。なお、この提供については、本文「２」個人情報および保有個人データの利用

⑤物件の購入希望者あるいは買主となられる方は、上の①～④の指定流通機構に関する措置等に基づいてご購入いただきます。

三　前二号に掲げるもののほか、前号の情報に関する統計の作成その他宅地および建物の取引の適正の確保および流通の円滑化を図るために

 必要な業務。

弊社は、指定流通機構に関する宅地建物取引業法の規定等に基づき、次の措置を取らせていただきます。

①弊社が、売却依頼を受けて、媒介契約を締結した場合、その物件情報を、相手方を探索するため指定流通機構に登録いたします。登録された物

 　件情報および売却希望者の方の氏名・住所等の情報は、指定流通機構の会員業者、購入希望者に提供されます。

②登録された物件が成約した場合には、その年月日、売買価格等を指定流通機構に通知いたします。

③指定流通機構は、物件情報、成約情報（物件の概要、契約年月日、売買価格などの情報で、売主・買主の氏名は含まれません）を、宅地建物取

　 引業法で規定する同機構の業務のために利用します。なお、その中には、物件情報、成約情報を指定流通機構の会員業者や公的な団体へ電子

   データ等で提供することを含みます。

④専任媒介契約および専属専任媒介契約の場合、以上の、指定流通機構への情報の登録・通知等は、宅地建物取引業法の規定に基づき実施い

　 たします。

二　前号の登録に係る宅地または建物についての情報を、宅地建物取引業者に対し、定期的にまたは依頼に応じて提供すること。

４）弊社の個人情報に関するお問合せ窓口
株式会社ケン・コーポレーション　ビジネスアドミニストレーション部

電話：０３－５４１３－５７２１　FAX：０３－５４１３－５７４４

E-MAIL：joho-hogo@kencorp.co.jp

上記窓口の受付時間は、月曜日から金曜日まで（ただし、祝祭日および会社休業日を除きます）の午前１０時から午後５時まで

とさせて頂きます。個人情報の開示、訂正、利用停止等のお申し出につきましても、こちらまでご連絡ください。

※　弊社の最新の「プライバシーポリシー」につきましては、http://www.kencorp.co.jp/privacy/index.htmlをご参照ください。

（注１）指定流通機構に関する事項等について

指定流通機構は宅地建物取引業法第５０条の３により、国土交通大臣の指定を受けた公益法人であり、同法に定められた次の業務等を行っていま

す。

一　専任媒介契約その他の宅地建物取引業に係る契約の目的物である宅地または建物の登録に関すること。

･･･末尾（注１）をご参照下さい

 必要な範囲の第三者に開示または提供する場合。なお、ご本人様からのお申し出がありましたら、開示または提供を停止いたします。

10．売買、賃貸仲介、管理等の場合には、不動産情報、お名前、ご住所、電話番号、電子メールアドレス、お客様コードの各所要項目について、書

 面、ファクス、電話、電磁的記録（フロッピーディスク等）および電子メールによりご本人の契約の相手方となる者、金融機関、管理会社、その他

 利用目的の達成に必要な範囲の第三者に開示または提供する場合。なお、ご本人様からのお申し出がありましたら、開示または提供を停止い

 たします。

※　売買、賃貸仲介、管理等の場合に提供する第三者として想定される例

・契約の相手方となる者・その見込客／賃貸借物件の所有者・業務代行者／賃貸借物件の譲受人・その見込者／他の宅地建物取引業者／

インターネット広告の掲載業者・不動産事業者団体／登記等に関する司法書士・土地家屋調査士／融資等に関する金融機関／不動産管理

等に関する管理会社／信用情報機関・不動産調査機関　等。

・売買仲介等の場合には、上記の者に加えて、指定流通機構（物件登録、成約通知および同機構のデータを利用しての営業、価格査定等の

実施）。

各　位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２００５年４月制定　２０２１年７月改訂）

個人情報のお取り扱いについて

東京都港区西麻布１－２－７
株式会社ケン・コーポレーション

弊社は、個人情報の重要性を認識し、その適正な取り扱いと保護に関し、次のとおり対応させていただきます。
この内容は大変重要ですので、必ずお目通しの上御理解いただきますようお願い致します。弊社は法令に基づく
場合を除いてお客様のマイナンバーを受領致しません。弊社にマイナンバーの記載ある書類をご提出いただく際
には、原則として、お客様におかれましてマスキングその他判読不能とする措置を講じていただきますようお願い

１）個人情報保護方針
弊社は、個人情報保護に関する法令と社会秩序を尊重・遵守し、個人情報の適正な取り扱いと保護に努めます。

２）個人情報および保有個人データの利用目的
 １．不動産の売買・交換・賃貸およびその仲介並びに所有・管理・斡旋・鑑定並びにコンサルティング等の取引に関する契約の履行・情報・サービス・

致します。

 ２．建物の企画・設計・監理および請負、不動産の所有・利用および管理、住宅の修理・リフォームに関するコンサルタント業務。

 ３．投資用不動産小口化商品（共同事業によるマンション・ホテル・事業所用ビル・ショッピングセンター等）の企画・開発・所有・販売・管理およびそれ

 ４．駐車場・倉庫等の経営・管理、建築工事の設計・施工・監理および請負。

 ５．不動産特定共同事業法に基づく事業。

 ６．集金代行および企業の計算事務代行。

 ７．ホテル経営並びにホテルの運営に関わる事業、ホテル・旅館およびレストラン並びにこれに付随する宴会施設の経営・ホテル・旅館内の食堂・売

 ８．信託受益権の販売又はその代理若しくは媒介。

 ９．資産の管理・運営、および資産の流動化に関する法律等を活用した資産の流動化に関するコンサルティング業務。

10．投資事業・融資事業に関するコンサルティング業務、外国人に対する国内居住のためのコンサルティング業務。

11．国内外の経済・産業および不動産に関する調査業務、損害保険取扱代理業務。

12．出版物による投資情報提供業務、映画館・劇場・コンサートホール・ライブハウスその他娯楽施設の経営。

13．音声・映像の収録スタジオの運営・収録作業の請負、音声・映像のソフトウェア（ディスク、テープおよびフィルム）の企画・制作・製造・販売・賃貸

 ４．法令等により開示を要求された場合。

14．カーテン、カーペット等室内装飾品および家具、絵画の輸入および販売。

15．上記利用目的の達成に必要な範囲での、個人情報の第三者への提供。

16．上記商品、情報、サービス提供のための郵便物、電話、電子メール等による営業活動およびマーケティング（アンケートのお願いなど）活動、景

17．必要に応じたお客様への連絡。

18．会計監査上の確認作業。

※なお、情報、サービスの提供は、ご本人からの申し出がありましたら、取り止めさせていただきます。

 ９．新築販売物件等の場合には、お名前、ご住所、電話番号、電子メールアドレス、お客様コードの各所要項目について、書面、ファクス、電話、電

 磁的記録（フロッピーディスク等）および電子メールにより、ご本人の契約の相手方となる者、金融機関、管理会社、その他利用目的の達成に

 したら、開示または提供を停止いたします。

 住宅プランの提供。

 らに関する海外における事業、国内外の不動産等に関する投資顧問業務、不動産信託受益権の保有・売買ならびにかかる信託の目的物たる不

 動産の賃貸および管理。

 店の経営、旅行業法に基づく旅行業。

 および放送・上映・配給ならびにこれらの仲介・媒介。

 品・ノベルティーグッズ等の送付。顧客動向分析または商品開発等の調査分析。

３）個人情報の第三者への提供
お客様の個人情報は、下記各号のいずれかに該当する場合を除いては、第三者には開示または提供いたしません。

 １．お客様の同意がある場合。

 者を選定し、委託先に対して必要かつ適切な監督を実施します。

 客様の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合。

 ２．お客様個人を識別することができない状態で開示する場合。

 ３．業務を円滑に進めるなどの理由により、他企業に取り扱いを委託する場合。ただし、この場合には、個人情報の保護に十分な措置を講じている


